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西 尾 市 公 契 約 条 例  逐 条 解 説  

 

 

 

 

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 この条は、この条例を制定する目的と、その達成手段を定めるものです。 

【 解 説 】  

 こ の 条 例 は 、 公 契 約 の 適 正 化 を 図 り 、 公 共 事 業 及 び 公 共 サ ー ビ ス の 品 質

を 向 上 さ せ 、 あ わ せ て 労 働 者 の 適 正 な 労 働 条 件 の 確 保 を 図 り 、 地 域 経 済 の

発 展 及 び 市 民 が 豊 か で 安 心 し て 暮 ら す こ と の で き る 地 域 社 会 の 実 現 に 寄 与

す る こ と を 目 的 と し ま す 。 こ の 目 的 の 達 成 の た め に 、 公 契 約 に 関 す る 基 本

方 針 を 始 め と し 、 市 、 受 注 者 等 の 責 務 、 公 契 約 に 関 す る 基 本 的 事 項 を 定 め

ま す 。 基 本 方 針 は 第 ３ 条 、 市 、 受 注 者 等 の 責 務 は 第 ４ 条 及 び 第 ５ 条 、 公 契

約 に 関 す る 基 本 的 事 項 は 第 ６ 条 か ら 第 １ ４ 条 ま で に そ れ ぞ れ 定 め ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約に係る基本方針を定め、市及び受注者等の

責務を明らかにすることにより、公共事業及び公共サービス（以下「公共事業

等」という。）の品質を向上させ、公契約の適正な履行及び労働者の

適正な労働条件の確保を図り、もって地域経済の発展及び市民が豊か

で安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 公契約 市が締結する売買、賃借、請負その他の契約で、市がそ

の目的たる給付に対して対価の支払をすべきものをいう。 

⑵ 市長等 公契約を締結する権限を有する者（受注者を除く。）を

いう。 

⑶ 受注者 市と公契約を締結する者をいう。 

⑷ 下請負者 市以外の者から公契約業務の一部を受注する者をいう。 

⑸ 受注者等 受注者及び下請負者をいう。 

⑹ 労働者 次に掲げる者をいう。 

ア 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働

者であって、受注者等に雇用され、公契約に係る業務に従事する

もの（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者

を除く。） 
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【 趣 旨 】  

 この条は、この条例を解釈する上で必要な用語の意義を定めるものです。 

【 解 説 】  

 用 語 の 説 明  

 ⑴  公 契 約  

   市 が 締 結 す る 売 買 、 賃 借 、 請 負 そ の 他 の 契 約 で 、 市 が そ の 目 的 た る

給 付 に 対 す る 対 価 の 支 払 を す べ き も の を い い ま す 。  

 ⑵  市 長 等  

   公 契 約 を 締 結 す る 権 限 を 有 す る 者 を い い ま す 。  

 ⑶  受 注 者  

   市 と 公 契 約 を 締 結 す る 者 を い い ま す 。  

 ⑷  下 請 負 者  

 市 以 外 の 者 か ら 公 契 約 業 務 の 一 部 を 受 注 す る 者 を い い ま す 。  

 ⑸  受 注 者 等  

   受 注 者 及 び 下 請 負 者 を い い ま す 。  

 ⑹  労 働 者  

   こ の 条 例 に お い て は 、 受 注 者 等 に 雇 用 さ れ る か 、 若 し く は 自 ら 労 力

を 提 供 し （ い わ ゆ る 一 人 親 方 ） 、 公 契 約 に 係 る 業 務 に 従 事 す る 者 を い

い、下請業者又は再委託業者において従事する者を含みます。ただし、

同 居 の 親 族 の み を 使 用 す る 事 業 又 は 事 務 所 に 使 用 さ れ る 者 は 該 当 し ま

せ ん 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 

第３条 市は、次に掲げる事項を基本方針として、公契約に係る事務を

実施するものとする。 

⑴ 公契約の適正な履行及び公共事業等の良好な品質を確保すること。 

⑵ 公契約の過程及び内容の透明性を確保すること。 

⑶ 適正な競争を促進し、談合その他の不正行為の排除を徹底するこ 

と。 

⑷ 労働者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備を図るこ

と。 

イ 自らが提供する労務の対価を得るために受注者等との請負の契

約により公契約に係る業務を請け負い、又は受託する者 
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【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 公 契 約 条 例 の 目 的 を 達 成 す る に 当 た っ て の 基 本 的 な 方 針 を 定

め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 公 共 事 業 等 は 、 公 共 資 産 の 形 成 や 、 市 民 へ の 公 共 サ ー ビ ス の 提 供 と 密 接

に 関 連 す る こ と か ら 、 市 民 生 活 の 水 準 の 維 持 及 び 向 上 に 重 要 な 役 割 を 示 し

て い ま す 。 こ う し た こ と か ら 、 公 契 約 が 適 正 に 履 行 さ れ 、 公 共 事 業 等 の 良

好 な 品 質 が 保 た れ な け れ ば な り ま せ ん 。 ま た 、 予 算 を 適 正 か つ 効 率 的 に 執

行 す る た め 、 一 般 競 争 入 札 の 拡 大 を 進 め 、 入 札 参 加 者 間 の 適 正 な 競 争 を 促

進するとともに、より一層の公契約に関する情報を公開することによって、 入

札 ・ 契 約 制 度 の 公 平 性 、 公 正 性 、 透 明 性 及 び 競 争 性 の 確 保 に 努 め 、 か つ 、

不 正 行 為 の 排 除 を 徹 底 し ま す 。 さ ら に は 、 地 域 経 済 の 発 展 や 市 民 が 豊 か で

安 心 し て 暮 ら す こ と の で き る 地 域 社 会 の 実 現 に 配 慮 す る こ と と し ま す 。 こ

の 地 域 経 済 の 発 展 等 に は 、 本 条 例 の 第 ７ 条 に も あ り ま す が 、 市 内 事 業 者 の

受 注 機 会 の 確 保 が 必 要 に な っ て き ま す の で 、 適 正 な 競 争 を 保 ち つ つ 市 内 事

業者の優先発注に努め、労働者の雇用環境の安定の確立に努めるとともに、 公

契 約 に 係 る 業 務 に 従 事 す る 労 働 者 の 適 正 な 労 働 条 件 の 確 保 を 目 指 し て い き

ま す 。  

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 市 の 責 務 を 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 入 札 ・ 契 約 制 度 に お け る 公 平 性 ・ 公 正 性 ・ 透 明 性 ・ 競 争 性 の 確 保 、 適 正

な 価 格 に よ る 公 契 約 の 推 進 な ど の 取 組 を 総 合 的 に 実 施 す る こ と を 市 の 責 務

と し ま す 。  

 

 

 

 

（市の責務） 

第４条 市は、この条例の目的を達成するため、公契約に係る必要な取

組を実施するものとする。 

⑸ 地域経済の発展及び健全な地域社会の実現に努めること。 
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【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 受 注 者 等 の 責 務 を 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 受 注 者 等 は 、 市 の 取 組 に 協 力 す る よ う 努 め る と 共 に 、 社 会 的 な 責 任 を 自

覚 し 、 法 令 の 遵 守 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス ） も 責 務 と し ま す 。 具 体 的 に は 次 の

よ う な 関 係 法 令 を 遵 守 す る こ と と な り ま す 。  

労 働 三 法 （ 労 働 基 準 法 、 労 働 組 合 法 、 労 働 安 全 衛 生 法 ） 、 最 低 賃 金 法 、

労 働 者 派 遣 法 、 独 占 禁 止 法 、 建 設 業 法 、 下 請 代 金 支 払 遅 延 等 防 止 法 、 品

確 法 な ど  

ま た 、 社 会 的 な 責 任 と は 具 体 的 に 次 の よ う な こ と が ら を 指 し ま す 。  

 環境負荷の低減、省資源・省エネルギーへの取組、循環型社会への寄与、

情 報 管 理 の 徹 底 、 個 人 情 報 保 護 、 地 域 社 会 と の 良 好 な 関 係 、 障 害 者 の 雇

用 、 雇 用 機 会 均 等 の 確 保 、 従 業 員 の 健 康 管 理 や 労 働 環 境 の 改 善 、 男 女 共

同 参 画 な ど  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 基 本 方 針 に 則 り 、 公 共 事 業 等 の 品 質 を 確 保 す る た め の 市 及 び

受 注 者 等 の 責 務 等 を 定 め る も の で す 。  

 

（受注者等の責務） 

第５条 受注者等は、第３条に定める基本方針を踏まえ、公契約に係る

市の取組に協力するよう努めなければならない。 

２ 受注者等は、公契約に携わる者としての社会的な責任を自覚し、法

令を遵守するとともに、契約を適正に履行しなければならない。 

（品質の確保） 

第６条 市長等は、公契約の適正な履行、公共事業等の良好な品質及び

労働者の適正な賃金を確保するため、適正な積算根拠に基づき、予定

価格を算出するものとする。 

２ 受注者等は、公共事業等の良好な品質の確保に努めなければならな

い。 

３ 受注者等は、公契約を履行するに当たり、適正な履行体制を確保し

なければならない。 
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【 解 説 】  

 市 は 、 公 共 事 業 等 の 品 質 を 確 保 す る た め 、 予 定 価 格 の 算 出 に 際 し て は 市

場 価 格 や 労 務 単 価 な ど の 経 済 社 会 情 勢 を 十 分 に 検 討 し 、 適 切 に 算 出 す る こ

と と し ま す 。  

 一 方 で 、 受 注 者 等 は 公 共 事 業 等 の 良 好 な 品 質 を 確 保 す る こ と に 努 め な け

れ ば な ら な い こ と と し 、 そ の 履 行 体 制 （ 主 任 技 術 者 や 現 場 代 理 人 の 配 置 、

下 請 業 者 や 再 委 託 業 者 と の 関 係 な ど ） に つ い て は 適 正 に 確 保 す る こ と を 義

務 付 け ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 地 域 経 済 の 健 全 な 発 展 等 の た め 、 市 内 事 業 者 の 受 注 の 機 会 の

確 保 に つ い て 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 地域経済の発展には地元企業の持続的発展が不可欠であります。そこで、

市 内 事 業 者 （ 市 内 に 支 店 を 置 く 事 業 者 も 含 む 。 ） の 受 注 機 会 の 確 保 を 図 る

た め 、 競 争 性 を 確 保 し な が ら 市 内 事 業 者 の 優 先 発 注 に 努 め ま す 。 こ の こ と

に よ り 、 市 内 事 業 者 の 労 働 条 件 の 改 善 が 図 ら れ る と と も に 若 年 層 の 新 規 就

労の促進や人材育成にも期待できます。また、防災体制の維持・発展には、 市

内 事 業 者 が 大 き く 寄 与 し て い る 現 状 が あ り ま す 。 そ の た め に も 、 市 内 事 業

者 の 受 注 機 会 を 確 保 す る よ う に 努 め ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（労働環境報告書） 

第８条 公契約のうち規則で定める契約（以下「特定公契約」という。）を締結

した受注者（以下「対象受注者」という。）は、賃金、労働時間、社会保険の加

入状況その他の労働条件が適正であることを確認するための書類（以下「労働環

境報告書」という。）を市長等に提出するものとする。 

２ 特定公契約に係る下請負者（以下「対象下請負者」という。）は、対象受注者

に労働環境報告書を提出するものとする。 

３ 対象受注者は、対象下請負者から前項の規定による労働環境報告書の提出があ

ったときは、当該労働環境報告書を市長等に提出するものとする。 

（市内事業者の受注機会の確保） 

第７条 市は、地域経済の健全な発展並びに地域における防災の体制維

持及び向上を図るために、市内に事務所又は事業所を有する事業者

（以下「市内事業者」という。）の持続的発展が不可欠であることに

鑑み、市内事業者の受注の機会を確保するよう努めるものとする。 
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【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 特 定 公 契 約 に お い て 、 そ れ に 携 わ る 労 働 者 が 安 心 し て 働 く こ

と が で き る よ う 、 適 正 な 労 働 条 件 確 保 の 確 認 に つ い て 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 特 定 公 契 約 の 範 囲  

⑴  予 定 価 格 が ５ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 の 工 事 の 請 負 契 約  

⑵  予 定 価 格 が １ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 の 次 に 掲 げ る 業 務 の 委 託 に 関 す る 契

約  

ア  市 庁 舎 等 の 受 付 ・ 案 内 業 務  

イ  一 般 廃 棄 物 、 資 源 等 収 集 運 搬 業 務  

ウ  給 食 調 理 等 業 務  

エ  火 葬 業 務  

⑶ 予 定 価 格 が １ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 の 西 尾 市 公 の 施 設 に 係 る 指 定 管 理 者

  の 指 定 手 続 等 条 例 第 ８ 条 の 規 定 に よ り 締 結 す る 協 定 の う ち 、 公 募 に よ

  る も の 。  

上 記 の 特 定 公 契 約 を 締 結 し た 受 注 者 等 は 、 賃 金 、 労 働 時 間 、 社 会 保 険

の 加 入 状 況 そ の 他 の 労 働 条 件 が 適 正 で あ る こ と を 確 認 す る た め の 書 類

の 提 出 を 求 め ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 特 定 公 契 約 に 従 事 す る 労 働 者 へ の 周 知 を 図 る も の で す 。  

【 解 説 】  

 受 注 者 等 は 、 上 記 （ １ ） か ら （ ４ ） に 掲 げ る 事 項 に つ い て 、 作 業 所 等 の

見 や す い 場 所 に 掲 示 若 し く は 労 働 者 へ 周 知 す る も の と し ま す 。  

 

 

（労働者への周知） 

第９条 対象受注者は、次に掲げる事項について、特定公契約に係る業務が行わ

れる場所に掲示し、又は書面で交付することにより、特定公契約に従事する労働

者（以下「対象労働者」という。）に周知しなければならない。 

  (1) 対象労働者の範囲 

  (2) 愛知県の地域別最低賃金 

(3) 次条の規定による申出をする場合の申出先 

(4) 次条の規定による申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他不

利益な取扱いをしてはならないとされていること。 
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【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 賃 金 の 支 払 い に つ い て 、 特 定 公 契 約 に 従 事 す る 労 働 者 か ら の

申 出 の 規 定 を 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 特 定 公 契 約 に 従 事 す る 労 働 者 は 、 支 払 わ れ る べ き 賃 金 が 支 払 わ れ て い な

い場合又は支払われた当該賃金が愛知県の地域別最低賃金を下回る場合、市長等、 対

象受注者又は対象下請負者に申し出することができるものとします。  

 

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 特 定 公 契 約 に 従 事 す る 労 働 者 か ら の 申 出 に つ い て 、 不利益取

扱いの禁止を定めるものです。 

【 解 説 】  

 特 定 公 契 約 に 従 事 す る 労 働 者 か ら の 申 出 に 対 し 、 受 注 者 等 は 、 当 該 申 出

を し た こ と を 理 由 と し て 、 当 該 労 働 者 に 対 し 不 利 益 な 取 扱 い を し て は な り

ま せ ん 。   

（立入調査等） 

第 12条  市長等は、対象労働者から第１０条の規定による申出を受

け、その申出の事実を確認するため必要があると認める場合又は労

働環境報告書に記載されている事項を確認するため必要があると認

める場合は、対象受注者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を

求め、又は市の職員に対象受注者の事務所若しくは作業場に立ち入

り、必要な調査をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入調査をする場合において、市長等は、必要が

あると認めるときは、対象労働者その他の関係者に協力を求めること

（労働者の申出） 

第10条 対象労働者は、賃金が支払われるべき日において、支払われるべき賃金

が支払われていない場合又は支払われた当該賃金の額が愛知県の地域別最低賃金

を下回る場合は、市長等、対象受注者又は対象下請負者にその事実を申し出るこ

とができる。 

（不利益取扱いの禁止） 

第11条 対象受注者及び対象下請負者は、対象労働者から前条の規定による申出

があった場合は、誠実に対応するとともに、当該対象労働者が当該申出をしたこ

とを理由に、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはならない。 
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ができる。 

３ 第１項の規定による立入調査をする市の職員は、その身分を示す証

明書を携帯し、対象受注者又は対象労働者その他の関係者から請求が

あった場合は、これを提示しなければならない。 

４ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められ

たものと解釈してはならない。 

【 趣 旨 】  

こ の 条 は 、 対 象 労 働 者 か ら の 申 出 を 受 け 、 労 働 環 境 報 告 書 に 記 載 さ れ て  

い る 事 項 を 確 認 す る た め 必 要 が あ る と 認 め る 場 合 、 市 の 職 員 が 対 象 受 注 者

の 事 務 所 等 へ 立 ち 入 り 、 必 要 な 調 査 を さ せ る こ と が で き る 旨 を 定 め る も の

で す 。  

【 解 説 】  

 立 入 調 査 を す る 市 の 職 員 は 、 身 分 を 示 す 証 明 書 を 携 帯 し 、 対 象 受 注 者 等

か ら 請 求 が あ っ た 場 合 、 こ れ を 提 示 し な け れ ば な ら な い 。 な お 、 立 入 調 査

の 権 限 は 、 犯 罪 捜 査 の た め に 認 め ら れ た も の と 解 釈 し て は な ら な い も の と

し ま す 。  

（是正措置等） 

第13条 市長等は、前条第１項の規定による報告若しくは資料の提出又

は立入調査の結果、対象受注者がこの条例の規定に違反していると認

める場合は、対象受注者に対し是正措置を講ずるよう指導することが

できる。 

２ 前項の規定による是正の指導を受けた対象受注者は、速やかに是正

措置を講じ、講じた措置及びその結果を市長等に報告しなければなら

ない。 

３ 市長等は、対象受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、そ

の旨を公表し、又は入札参加停止の措置を講ずることができる。 

 (1) 第８条の規定による労働環境報告書の提出をせず、又は虚偽の

内容を記載したとき。 

 (2) 前条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若し

くは虚偽の報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同項の規

定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

 (3) 第１項の規定による是正の指導に従わないとき。 

 (4) 前項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。  
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【 趣 旨 】  

こ の 条 は 、 前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 立 入 調 査 の 結 果 、 対 象 受 注 者 が こ の

条 例 の 規 定 に 違 反 し て い る 場 合 、 対 象 受 注 者 に 対 す る 是 正 措 置 を 講 ず る よ

う 指 導 す る こ と が で き る も の を 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 是 正 の 指 導 を 受 け た 対 象 受 注 者 は 、 速 や か に 是 正 措 置 を 講 じ 、 講 じ た 措

置 及 び そ の 結 果 を 市 長 等 に 報 告 す る こ と と し 、 ま た 、 対 象 受 注 者 が 第 ３ 項

の （ １ ） か ら （ ４ ） の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、 そ の 旨 を 公 表 し 、 又 は

入 札 参 加 停 止 の 措 置 を 講 ず る こ と が で き る も の と し ま す 。  

 

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 は 、 指 定 管 理 者 と の 協 定 の 取 扱 い を 定 め る も の で す 。  

【 解 説 】  

 指 定 管 理 者 と の 間 で 締 結 す る １ ， ０ ０ ０ 万 円 以 上 の 西 尾 市 公 の 施 設 に 係

る 指 定 管 理 者 の 指 定 手 続 等 条 例 第 ８ 条 の 規 定 に よ り 締 結 す る 協 定 の う ち 、

公 募 に よ る も の を 特 定 公 契 約 と し ま す 。  

 

 

 

 

【 趣 旨 】  

 こ の 条 例 に 定 め る 以 外 で 、 公 契 約 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る 場 合 は 、 規

則 で 定 め る も の と し ま す 。  

【 解 説 】  

 労 働 条 件 の 確 認 等 が 必 要 な 場 合 な ど 、 条 例 と は 別 に 規 則 で 定 め 運 用 を 行

っ て い く も の と し ま す 。  

（指定管理者との協定の取扱い） 

第14条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

に規定する指定管理者との間で締結する公の施設の管理に関する協定

は、公契約とみなして、この条例の規定を適用する。 

（委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、公契約に関し必要な事項は、規

則で定める。 


